Ａ型短時間利用減算（平成27年10月施行分）に関する取扱いについて
	質問
	回答

	就労継続支援Ａ型の短時間利用減算（平成27年10月施行分）の取り扱いに係る下記の点について、御教示願います。
１　留意事項通知によると、減算の基準となる「平均利用時間」は「雇用契約を締結している全ての利用者における直近の過去３月間の延べ利用時間を直近の過去３月間の延べ利用人数で除して算出するものとする。」とあり、平成27年３月31日付けＱＡ問48において「利用時間は、雇用契約に基づく労働時間だけでなく、休憩時間や昼食時間、サービス管理責任者等との面談に要する時間等を含む。ただし、有給休暇の取得や遅刻・早退などによりサービス利用のない時間、送迎に要する時間等は含まない。」とありますが、

ア　有給休暇を丸１日取得した場合は、そもそも当該日においては利用そのものがないので、「延べ利用時間数」及び「延べ利用人数」の数には入れないということでよろしいですか。あるいは、「延べ利用人数」にのみ当該日も入れて計算する扱いになりますか。

イ　利用そのものはあったが、台風等の接近や忌引き等のやむを得ない事由により遅刻又は早退をした利用者においても、「延べ利用時間数」から、これら遅刻・早退などによるサービス利用のない時間を除外しなければならないでしょうか、それとも例外として入れることは可能でしょうか。
２　留意事項通知により「利用開始時には予見できない事由により短時間利用（１日の利用が５時間未満の利用のことをいう。以下同じ。）となってしまった場合、当該短時間利用となってしまった者について、短時間利用となった日から90日を限度として平均利用時間の算出から除外しても差し支えないこととする。なお、短時間利用となってしまった事由について都道府県に届け出ること。」とありますが、
ア　上記の「90日」とは暦日のことでいいですか、それとも営業日になりますか。
イ　「予見できない事由」の想定はどの程度を想定していますか。例えば、突発的事由（急な体調不良や通院等）により当該日１日のみでも該当になるのか、ある程度長期間に渡ることを想定しているのかどちらでしょうか。なお、一定期間以上を想定している場合は、具体的な期間の判断基準を御教示願います。
ウ　「都道府県への届出」は、当該事由発生後速やかに届け出るということでよろしいですか。
３　就労継続支援Ａ型の短時間利用減算（平成27年10月施行分）の適用日までに、当該減算に係る事務連絡や様式例の提示等を別途行う予定がありましたら、おおよその時期を御教示ください。
	ア　１日利用がない有給休暇は利用日とはカウントしない。延べ利用時間、延べ利用人数のどちらにも算入しない取り扱いでよい。
イ　やむを得ない理由であっても利用があった日については利用時間のみの算入とする。

ア　「９０日」は復帰準備や他サービスへの切り替えの支援を行う期間としての想定である。特に暦日か営業日かとの設定は厚生労働省ではしていないし通知上も明記していない。各都道府県の判断により、暦日または営業日のどちらかとして取り扱っていただき差し支えない。
イ　予見できない事由　　厚生労働省として想定しているのは、難病の人の病状悪化が進行し当初のサービス利用時間が確保できなくなったケース、利用者が事故や病気等で入院し退院直後のサービス利用が短時間となったケース、家族の介護を受けていた人の介護者が病気になったため利用時間が短くなったケース、精神障害者について医師が５時間以上の就労で大丈夫と判断していたが体調の変動により短時間になってしまったケース　などである。ある程度継続して短時間となるケースを想定しているので、その日１日カゼ等の体調不良により短時間となるものは認められない。ただし、継続期間が何日以上でなければならないとは決めていない。
ウ　速やかに届け出ることで差し支えない。
３　事務連絡、様式例の提示は現段階では考えていない。
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